
総務省
九州管区行政評価局
業務案内
～国の行政運営の改善を目指して～

O総務省
Mini9t”°I InlemaI Aff●l『sand Commun;cations 



九州管区行政評価局の業務 

 【Mission】 

（担当行政機関における効果的な政策の実施を後押し） 

○全国規模で実施するもの
⇒総務省行政評価局（本省）が企画し、

管区行政評価局・行政評価事務所を動員して調査
※全国共通的な行政上の課題の改善

○地域限定で実施するもの
⇒管区行政評価局・行政評価事務所が独自に企画し、

管轄区域を調査
※地域に密着した行政上の課題の改善

行政運営改善調査 

行政全般についての相談を受付 

相談内容の解決や実現を促進するとともに、
国の行政の制度や運営の改善に生かす 

行政相談 

○公的機関への DX の推進支援
⇒DX の推進に課題を感じている公的機関に対し、

課題解決型の伴走支援や研修などオーダーメイドの支援を
実施することで、行政運営の改善・効率化に寄与

※当局の DX 担当職員（注）は、上記のほか、
DX・AI に関する研修の企画・実施などで、
局内の DX の機運醸成や職員の能力向上を促進

（注）令和 7 年 12 月現在、2 名在籍

DX の推進 
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（→P3） 

（→P6） 

（→P8） 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan_n/teirei.html


管轄区域 

九州管区行政評価局は、九州 7 県（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）を管轄区
域とし、管内に行政評価事務所 1 か所（熊本市）、行政監視行政相談センター5 か所（佐賀市、長崎市、

大分市、宮崎市、鹿児島市）が配置されています。 

◎ 

● ○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎：九州管区行政評価局
●：熊本行政評価事務所
○：行政監視行政相談センター（佐賀、長崎、大分、宮崎、鹿児島）
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担当行政機関とは異なる立場から、行政などへの苦情や意見、要望を受け、その解決や 
実現を促進するとともに、行政の制度や運営の改善に生かす仕組み（※）です。 

「どこに相談したらよいか分からない」、「役所に申請したが、手続が進まない」などの
相談に対応しています。相談に当たって難しい手続は不要です。 

【改善前】 【改善後】 

… 

〇 

 

〇 

相談内容をきっかけに把握した、改善が必要と考えられる行政の制度・運営については、 
民間有識者で構成される行政改善推進会議で、公平な第三者の立場からの意見を聴取し、 
その的確かつ効果的な改善に結び付けることもあります。 

相談したことでこんな改善に… 

＜ケース①＞ 交差点の事故防止対策について 

近所の交差点は町内の小中学校の通学路になっているが、 
交通量が多く、左折してくる車のスピードが速いことがあり、怖く感じることが多い。 
事故防止対策を行ってほしい。 

相談を受けた担当者は、現地を確認し、 
道路を管理する国道事務所などに連絡 

国道事務所は

交差点は鈍角になっており、ゆるやかに曲がることができることから、 
スピードは出やすいと思われる。 
しかし、この交差点について相談が寄せられたことはなく、初めて危険性を認知した。

対策を警察署にも相談したところ、道路管理者でポストコーンを設置することは 
問題ないとのことであった。 
そこで、歩道側にポストコーンを３本設置し、注意書きを記載することとしたい。  

 

相談後、交差点の歩道側に「左折時 横断者あり スピード注意」と記載したポストコーンが設置 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan_n/teirei.html


＜ケース②＞ 居住地外で定期接種を受ける際の事後申請の取扱いについて 
             （行政改善推進会議の意見を踏まえて、厚生労働省にあっせん） 

A 市在住時に子どもが生まれ、その 2 か月後に B 市に転居したが、 
A 市からも B 市からも、生後 2 か月の定期予防接種（定期接種）の案内が送られてこなかった。 

そのため、里帰り先の C 市で自費で予防接種を受けたが、 
居住地外での予防接種は事前申請が必要であると知らず、申請していなかったため、 
居住地である B 市は接種費用の払戻し（償還払い）に応じてくれなかった。 

なぜ居住地外で予防接種を受けた場合に事後申請を受け付けてくれないのか。 

 
 
 
 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 

 
 

   
     
 
   

 

     

 

 

 

 

 

 
○ 定期接種 

予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）に基づき市町村長が実施。公費負担あり 
※ 定期接種対象外のワクチンや定められた接種期間外の接種は自費負担 

○ 「定期接種実施要領」（厚生労働省） 
里帰り等による居住地外の定期接種については、市町村に、  
対象者から事前申請を受け付けた上で償還払いを行うなどの配慮を求めている 

 
Point 

厚生労働省にあっせん（総務省行政評価局から）  

厚⽣労働省は、定期接種の実施主体である市町村に対し、定期接種対象者の接種

機会を確保し、 併せて予防接種健康被害救済制度の公平性を担保する観点から、

定期接種実施要領の改正により、次の対応を⾏うこと。  

○ 市町村に対し、各市町村の判断によって、住⺠が事前の申請なく居住地外で  

接種した予防接種について、事後に申請を受け付けることにより、当該予防接種

について定期接種として扱うこと、及び接種費⽤の償還払いに対応することが 

可能であることを明⽰すること。  

③生後 2 か月の 
定期予防接種の 
案内が送付されず 

⑥接種費用の 
払戻しに応じず 

⑤B 市に接種費用の払戻しを求める 

A 市 B 市 

現在の居住地 出産時の居住地 

④C 市に里帰り 
  B 市への事前申請が必要と知らず、 
  申請しないまま、自費で予防接種 

①出産 

②出産から 2 か月後に転居 

厚生労働省は定期接種実施要領を改正（令和 6 年 3 月 29 日） 

⇒ 事前申請を受けていない場合でも、居住地の市町村の判断によって、 
予防接種を定期接種として取り扱うことは差し支えないと明示 

※ 改正内容は、各都道府県・市町村・特別区に文書等で周知 

詳細は九州管区行政評価局 HP「行政改善推進会議」でご覧いただけます。 
https://www.soumu.go.jp/kanku/kyusyu/soudan_04.html 
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◆ 相談はこちらから 

■ 行政相談受付専用電話 （行政苦情 110 番） 

 ０５７０－０９０１１０ （全国共通番号、受付時間：午前９時～午後４時４５分）        

■ インターネット 
   https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html 

■ 来訪・手紙・FAX （所在地、FAX 番号は 10 ページに掲載） 

■ 行政相談委員による相談所 

※ 行政相談委員は、総務大臣が委嘱した民間有識者で、 

全国に約 5,000 人（九州 7 県：約 650 人）配置されています。 

市役所、町村役場、公民館などで定期的に相談所を開設しているほか、 

地域のイベント会場などでも特設の相談所を開設しています。 

開設情報は総務省 HP に掲載中です。 

           

           

           総務省 HP「あなたの街の行政相談所」 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan_n/teirei.html            

 

◆ このような場所での行政相談制度の周知活動を展開中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

各種団体の懇談会 学校の出前教室 地域イベントでの広報 

関係機関による合同相談所 商業施設での相談所 
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総務省 
行政相談マスコット 

「キクーン」 

地域の課題解決に役立てるべく、相談が来るのを待っているだけでなく、
行政相談の広報・紹介をしつつ、能動的に困りごとを「取りに行く」 
アウトリーチ形の行政相談を展開しています。 

「九州管区行政評価局の業務」ページに戻る（→P1） 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan_n/teirei.html


行政運営改善調査 

各府省が実施する施策、事務、事業（地方公共団体を通じて実施するものを含む。）について、 
設計上・運営上の課題を示し、その改善・推進に資する情報を提供する仕組みです。 

全国規模で実施するものと地域限定で実施するものがあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 【過去に実施した行政運営改善調査】（一部） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
     

   
     

 
 

   
     
 
   

 

     

 

 

 

 

 

 

 

● 全国規模で実施したもの 

 ➢ 外国年金受給者の生存証明手続の円滑化   リチウムイオン電池等の回収・再資源化 
➢ 民生委員・児童委員による証明事務  ➢ 倒木による停電予防のための樹木の事前伐採 
➢ 住宅確保要配慮者への居住支援  ➢ 地域における住民の防災意識の向上 
➢ 「ごみ屋敷」対策  ➢ ため池の防災減災対策 
➢ 社会的養護  ➢ 太陽光発電設備等の導入 
➢ 医療的ケア児とその家族に対する支援  ➢ 浄化槽行政 
➢ 指定管理者制度の運用状況 ➢ 墓地行政 
➢ 身元保証等高齢者サポート事業における  ➢ 生活道路における交通安全対策 
   消費者保護の推進  ➢ 不登校・ひきこもりのこども支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

➢

 

➢

 

● 地域限定で実施したもの 

  男性用トイレへのサニタリーボックスの設置   国の庁舎における AED の周知・管理等 
 ➢ 旅客船の安全運行確保 ➢ 公共職業訓練を欠席した場合の手当の支給 
 ➢ 高速基山バス停における  ➢ 農地関連手続に係る 

乗り継ぎ時の利便性・安全性の向上 登記情報提供サービスの活用の推進 

➢

 
 

 
 

 
 

 

   
     

   
     

 
 

   
     
 
   

 

     

 

 

 

 

 

 

 

◎ 現地調査（一例） 

リチウムイオン電池の分別回収状況を調査 
（廃棄物受入施設にて） 

 ➢ リチウムイオン電池等の回収・再資源化  
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調査対象とする施策、事務、事業は、その時々の行政上・運営上の課題がみられるものを選定しています。 

調査では、国の出先機関、地方公共団体、関係事業者・団体へのヒアリングのほか、 
調査内容によっては、現地調査や個人に対するインタビュー、アンケートも実施します。 

➢ 男性用トイレへのサニタリーボックスの設置 

サニタリーボックスの設置・掲示状況を調査 
（地方公共団体の公共施設にて） 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan_n/teirei.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html
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◆ 過去に実施した行政運営改善調査の結果（国の庁舎における AED の周知・管理等）

通知を受けた厚生労働省は

このように改善 

 

7 

結果の詳細は九州管区行政評価局 HP でご覧いただけます。 
https://www.soumu.go.jp/kanku/kyusyu/chiiki.html

「九州管区行政評価局の業務」ページに戻る（→P1） 

https://www.soumu.go.jp/kanku/kyusyu/chiiki.html


 

 
 DX の推進 
 

 DX の推進に課題を感じている公的機関への支援を令和 7 年度に開始しました。 
支援先の公的機関には、それぞれの組織・業務の現状にあわせて、DX に有効な手法を  
組み合わせ、オーダーメイドの支援を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援の流れ 

組織における 
 

支援先の選定 

（部署単位、組織 

全体など） 

 支援の実施 
成果の創出、 
組織全体での 

DX 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

支援実績               （令和 7 年 12 月現在） 

・ DX の機運醸成が必要 

・ AI・DX を担当する職員を配置したものの、

どのように進めるべきか模索中 

生成 AI 活用研修（門司税関） M365 活用研修（福岡国税局） 

悩み 

生成 AI や M365 ツールの活用を  

テーマにした研修を実施 

・ 原課の職員は目下の業務に手一杯 

・ ボトムアップで DX を推進しているが特定

の職員に負荷。組織全体での DX 推進に 

課題 

悩み 
組 織 内 で 支 援 を 必 要 と す る 課 を   

募り、取り組む内容を検討 

支援先の課題を聞き取りながら、  

解決に向けた伴走支援を実施 

DX 推進の伴走支援について合意（福岡県築上町） 

 
 「九州管区行政評価局の業務」ページに戻る（→P1） 
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職場環境 

 

 ICT の積極的活用  
 

 

 

 

 

 

 

本省、管区局、事務所・センターをつなぎ日常

的に WEB 会議や WEB による打合せを実施し

ており、ほとんどの職員が自宅で業務を行える

環境を整えています。 

通勤時間の短縮を図ることができるため、子育

て世代を中心に活用が進んでいます。 

 フリーアドレス  
 

 

 

 

 

 

 

フリーアドレス（固定した席を設けずに自由に

勤務する席を選択できる制度）のフロアを設け

ています。 

室内の情報共有を活発にし、円滑なコミュニケ

ーションの実現を図っています。 

   

   

 

 

 

 

 若手職員による業務効率化の取組 

9 

当局では、職員の働き⽅改⾰・業務⾒直し推進のた

め、若⼿職員を中⼼としたプロジェクトチームを⽴ち上げ、

業務における Teams 活⽤の促進を中⼼とした業務課

題の解決を⽬指す様々な取組（※1）を⾏っております。 

この実績が総務省内のメルマガで取り上げられたほ

か、「総務省業務イノベーション・DX アワード」（※2）で

表彰を受けました。 

※1  プロジェクトチームが中心となって Teams 運用ルールを

策定し、ファイルの共同編集機能の活用を促進する、各種連

絡・案内についてメールではなく内容に応じたチャネルに掲

載する など 

※2  総務省内の業務見直しやデジタルツールを活用した取組

を表彰 

プロジェクトチームのメンバー 

Microsoft Teams の活用方法マニュアルと 
 Microsoft Teams 運用ルール補足資料 

   （プロジェクトチーム作成） 
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組織図、所在地等 

 ◎ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州管区行政評価局 
（100 人） 

                        
    

                   
 

                     

                       

 

                

 

総務行政相談部 
（34 人） 

総務課 
（総合調整、人事、会計、庶務） 

管理官（1） 
（民間連携事務、情報公開・行政手続制度の案内、DX 推進等）

行政相談課 
（行政相談業務の企画・行政相談委員法施行についての事務等） 

首席行政相談官（1） 
（行政相談事案の受付・処理等） 

評価監視部     
（23 人）    次長（1）

評価監視官（6） 
（行政運営改善調査等） 

地域総括評価官（6）    
行政監視行政相談センター（5）     
＜現地駐在拠点＞     
佐賀（5 人）、長崎（6 人）、大分（4 人）、 
 
宮崎（5 人）、鹿児島（5 人） 

行政評価事務所（熊本）  
次長（1）（ 11 人） 

（注）1  令和 7 年 10 月 1 日現在 
        2  括弧内の人数は非常勤職員を除いた職員数 
        3  地域総括評価官 6 名のうち、5 名は各行政監視行政相談センターに駐在 

 ◎ 所在地、連絡先 

所在地 連絡先 

九州管区行政評価局 
〒812‐0013 
福岡市博多区博多駅東 2－11－1 
福岡合同庁舎本館 8 階 

電話：092－431－7081（代表） 
FAX：092－431－7085 
     092－431－8317（相談専用）

佐賀行政監視行政相談センター 
〒840-0041 
佐賀市城内 2－10－20 
佐賀合同庁舎 3 階 

電話：0952－22－2651（代表） 
FAX：0952－22－2652 

長崎行政監視行政相談センター 
〒852-8106 
長崎市岩川町 16－16 
長崎合同庁舎 5 階 

電話：095－849－1101（代表） 
FAX：095－849－1102 

熊本行政評価事務所 
〒860-0047 
熊本市西区春日 2－10－1 
熊本地方合同庁舎 B 棟 4 階 

電話：096－324－1662（代表） 
FAX：096－324－1663 

大分行政監視行政相談センター
〒870-0016 
大分市新川町 2－1－36 
大分合同庁舎 4 階 

電話：097－532－3715（代表） 
FAX：097－532－3790 

宮崎行政監視行政相談センター
〒880-0805 
宮崎市橘通東 3－1－22 
宮崎合同庁舎 4 階 

電話：0985－24－3370（代表） 
FAX：0985－24－3371 

鹿児島行政監視行政相談センター
〒892-0812 
鹿児島市浜町 2－5－1 
鹿児島港湾合同庁舎 5 階 

電話：099－224－3247（代表） 
FAX：099－224－3248 



 
 

 
 
 
 
 

総務省九州管区行政評価局

所在地：福岡県福岡市博多区博多駅東 2-11-1 

福岡合同庁舎本館 8 階 

電  話：092-431-7081（代表） 

Ｈ   Ｐ： 

https://www.soumu.go.jp/kanku/kyusyu.html 

アクセス：
＜ Ｊ        Ｒ ＞ ＪＲ博多駅筑紫口から徒歩約 7 分
＜地下鉄＞ 福岡市地下鉄博多駅

「東 6 番」出口から徒歩約 5 分 
「東 7 番」出口（博多都ホテル内）から 
徒歩約 5 分 

   「東 5 番」出口から徒歩約 6 分 
＜バ  ス＞ 西日本鉄道株式会社 

   「博多駅筑紫口」バス停から徒歩約 5 分 
「駅東 2 丁目」バス停から徒歩約 5 分 

   「博多バスターミナル」から徒歩約 10 分 

令和 8 年 1 月作成 

採用情報はこちらから 

https://www.soumu.go.jp/kanku/kyusyu/saiyou.html 

九州管区行政評価局 採用 検索 

https://www.soumu.go.jp/kanku/kyusyu.html



